　　建設工事に係る一般競争入札の実施要領
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１２年　４月２８日制定

（趣　旨）

第１条　この要領は、白井市が発注する建設工事において実施する地方自治法（昭和２２

　年法律第６７号）第２３４条第１項の規定による一般競争入札に関し、別に定めるもの

　のほか、必要な事項を定めるものとする。

（対象工事）

第２条　白井市が発注する設計額１億５千万円以上の工事とする。ただし、特に必要があると認めた場合は、この限りでない。

（入札参加者の資格要件）

第３条　入札参加者は、白井市建設工事等入札参加業者適格者名簿に登載されている者の

　うち、特定建設業の許可を受け、白井市建設工事等請負業者指名停止措置要領に基づく

　指名停止措置並びに千葉県及び千葉県内の他の地方公共団体において同様の措置を当該

　工事の公告日から当該工事の入札日までの間、受けていない者でなければならない。

　　また、工事の種類又は性質により、次の各号に定める資格要件を設けたときは、当該

　資格を有する者でなければならない。

　（１）当該工事の工種に係る経営事項審査で、直前２か年の内、いずれか１か年の総合

　　　評点が、一定値以上である者。

　（２）千葉県内に本店又は建設業法（昭和２４年法律第１００号）に基づく許可を得た営業所がある者。

　（３）当該工事に技術者を専任で配置できる者。

　（４）原則として過去１０年間に当該工事と同種工事の施工実績がある者。

２　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条

　の４の規定に該当する者のほか、手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を

　経過しない者、当該工事の入札日前６か月以内に手形、小切手を不渡りした者及び会社

　更生法（昭和１４年法律第１５４号）の適用申請した者で同法に基づく裁判所からの更

　生手続開始決定がされていない者は、入札に参加できないものとする。

（入札契約審査会）

第４条　市長は、一般競争入札を執行しようとするときは、あらかじめ白井市建設工事等入札契約審査会（以下「審査会」という。）に次の事項を諮り、意見を聞くものとする。

　（１）入札参加資格要件の設定

　（２）特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）に発注しようとすると

　　　きは、その適否及び構成員数並びに代表者及び構成員の技術的要件等

　（３）申請者の資格の有無の確認

２　審査会の組織及び運営方法は、別に定める白井市建設工事等入札契約審査会設置要綱によるものとする。

（当該工事の資格要件の決定）

第５条　当該工事の資格要件は、審査会の意見を聞いて、市長が決定するものとする。

２　当該工事の施工等に関する事務を分掌する課等長（以下、「主務課長」という。）は、

　別記第１号様式により一般競争入札参加資格要件等設定資料を作成し、審査会に提出しなければならない。

（当該工事の公告）

第６条　市長は、施行令第１６７条の６及び白井市財務規則（平成５年規則第３号）第１１９条の規定により、別記第２号様式に準じて、掲示及びその他の方法により当該工事の公告をするものとする。

２　掲示期間は、公告日を含めて１０日間（至急を要する場合にあっては５日間）とする。

３　市長は、入札参加を希望する者に、当該公告の写し及び当該工事の概要を配付するものとする。

（資格確認の申請）

第７条　当該工事の入札に参加を希望する者は、別記第３号様式による一般競争入札参加

　資格確認申請書（以下「資格確認資料」という。）に必要事項を記載し、財政課に、正副３部を申請期限日までに、持参により提出しなければならない。

（設計図書等の縦覧及び有償配付）

第８条　公告後速やかに、財政課において、当該工事に係る契約書案及び入札遵守事項を、主務課において、設計図面及び仕様書（以下「設計図書等」という。）の縦覧を行うものとする。

２　設計図書等は、公告日以降、入札参加希望者に有償により配付するものとする。

（入札参加資格の確認）

第９条　財政課長は、提出された資格確認資料に基づき、主務課長と協議のうえ、別記第４号様式により一般競争入札参加資格確認書を作成し、審査会に提出するものとする。

２　市長は、審査会の意見を聞いて資格の有無について確認を行うものとする。

３　資格の有無の確認は、申請期限日をもって行うものとする。

（確認結果の通知）

第１０条　財政課長は、資格の確認結果を申請者に申請期限日から原則として１５日以内に、別記第５号様式により通知するものとする。

（無資格者への理由説明）

第１１条　資格がないと認められた者は、前条の通知の日から７日以内に書面をもって財政課長に説明を求めることができる。

２　財政課長は、前項の説明を求められた日から５日以内に書面をもって回答するものとする。

（共同企業体に発注する場合の取り扱い）

第１２条　共同企業体に発注する場合は、別に定める白井市特定建設工事共同企業体取扱

　要綱（平成３年１２月１日制定）に基づき、資格要件は、構成員及び共同企業体それぞれについて設けるものとする。

２　資格確認資料は、結成された共同企業体から提出するものとし、単独企業からの申請

　は認めないものとする。

（入札の執行）

第１３条　市長は、予定価格と最低制限価格の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者に決定する。
２　入札に参加する者が１者である場合は、入札を取りやめることがある。
（秘密の保持）

第１４条　申請者から提出された資格確認資料は、申請者に返還せず、また、公表しないものとする。

（入札結果等の公表）

第１５条　落札者の決定後、速やかに別記第６号様式に準じて、次の各号に定める事項を財政課において閲覧方式等により公表するものとする。

　（１）入札参加資格確認申請者

　（２）入札参加資格がないと認めた申請者及びその理由

　（３）当該入札に係る開札調書

　　　附　則

この要領は、平成１２年５月１日から施行する。

　　　附　則

この要領は、平成１３年４月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成１３年１１月１５日から施行する。

　　　附　則

この要領は、平成１５年４月１日から施行する。

　　附　則

この要領は、平成２３年１２月９日から施行する。
附　則

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。
